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科科学学技技術術イイノノベベーーシショョンン政政策策ププララッットトフフォォーームムのの構構築築にに関関すするる調調査査

１１．．調調査査研研究究のの背背景景とと目目的的  

（（１１））我我がが国国科科学学技技術術力力のの再再生生へへのの挑挑戦戦

 この20年、我が国は経済が停滞する中で科学技術力が80年代、90年代に比べて先進諸国

の中で劣後の位置に後退しつつある。 

このような現状に対し産・学・官の科学技術関係者は科学技術力を再生するための様々

な努力を重ねてきているが、今日、科学技術力の低迷に歯止めがかかり、将来の発展

への展望を開くに至っているとは言い難い。如何にこの状況から脱却して科学技術力

による社会発展への道を切り開くか、我が国が挑戦すべき大きな課題である。 

（（２２））科科学学技技術術イイノノベベーーシショョンン政政策策にに対対すするる新新たたなな要要請請

近年、国際社会の場で大きな課題となっている地球環境保護や、国家安全保障などの問

題は、民間主導の市場主義だけでは解決が難しく、諸外国において改めて国の役割を

見直す動きが大きくなっている。科学技術分野においても科学と産業・経済・社会と

の関わりを一層重視し、研究開発をイノベーションに結び付けるグローバルイノベー

ションエコシステムの構築に向かいつつある。

こうした動きの中で、我が国が人類社会に貢献しうる先進国としての地位を維持、発

展させるために、科学技術イノベーションシステムの現状を見直し、政策担当者と現

場の専門家の対話により新しい政策の在り方を議論する科学技術イノベーション政策

プラットフォーム（以下、政策プラットフォームという）構築の必要性が政策研究大

学院大学政策研究院において提言された。 

（（３３））調調査査研研究究のの目目的的

本調査研究は上記の提言を踏まえて、政策プラットフォームを構築する上での課題を

見出すことを目的として検討会を開催し、プラットフォームのひな型となる試行的な

議論を行った。 

２２．．調調査査研研究究体体制制  

（（１１））作作業業チチーームム

研究代表 隅蔵康一 政策研究大学院大学教授 

研究・イノベーション学会理事 

ファシリテーター 小出重幸 日本科学技術ジャーナリスト会議理事 

ファシリテーター 田中和哉 政策研究大学院大学政策研究院 

リサーチフェロー

－ 1－

R4-558

科学技術イノベーション政策プラットフォームの構築に関する調査

政策研究大学院大学　教授　　隅藏　康一

193956-成果報告書概要集・発表資料集_本文.indd   41193956-成果報告書概要集・発表資料集_本文.indd   41 2024/10/01   13:44:062024/10/01   13:44:06



ットフォームは、政府とは独立に社会に開かれた多様なステークホルダーによって

政策を議論する場とする必要がある。 

③③ 政政策策共共創創のの場場

政策プラットフォームは議論するだけでなく、行動につながる活動をすることが重

要である。このため、政策プラットフォームでは、科学技術イノベーションの現場

専門家が自発的な議論を行うとともに、政策部局や関係研究機関、企業等とつなが

りを持ち、一緒に行動する政策共創の場とすることを目指すべきである。 

④④ 国国際際環環境境へへのの積積極極的的なな対対応応

グローバルな課題に対する科学技術分野での貢献は今後の我が国の大きな課題であ

り、政策プラットフォームにおいて、欧米のみならずアジアを含めて国際社会へ積

極的な発信を行う方策について議論すべきである。 

⑤⑤ 若若いい人人材材のの参参加加

若い人材が、幅広い科学技術イノベーションの世界で分野、組織の壁を越えて 

自由活発に政策を議論できる場は限られている。政策プラットフォームはこの点を 

認識し、若い世代が参加しやすく、社会に情報発信する仕組みを持つ必要がある。 

⑥⑥ 人人材材育育成成へへのの貢貢献献

学生や若い専門家が政策プラットフォームに参加することにより他分野の専門家と

触れ合うことを通じて、より広い視野を養うことが期待される。大学や企業など、

関係する機関の協力で、政策プラットフォームを人材育成の場として活用すること

が望まれる。 

⑦⑦ 国国民民ととののココミミュュニニケケーーシショョンンのの場場

科学技術イノベーション政策が我が国の国家戦略として社会に位置づけられるため

には、科学技術イノベーションに関する情報が広く国民に共有されることが極めて

重要である。政策プラットフォームは、公正、公平な議論を行って社会に発信し、

社会と対話することを通じて、社会の支持基盤を強くすることを目指すべきである。

（（２２））政政策策ププララッットトフフォォーームム構構築築のの課課題題

政策プラットフォームを具体化するための課題の要点を以下に示す。 

①① 政政策策ププララッットトフフォォーームムのの運運営営をを担担うう体体制制のの確確立立

プラットフォームの具体的なプログラムの決定、テーマとスピーカーの選定など 

プラットフォームのコアとなる作業を行う専門スタッフ及び事務局体制を強化する。

②② 政政策策ププララッットトフフォォーームムのの組組織織設設計計

政策プラットフォームの具体的な在り方を検討し、メンバーシップ、組織編成、運

営ルールなどの設計を行う。 

なお、政策プラットフォームは、管理型ではなく関係者が自由に交流する機能を重

視すべきとの意見があり、今後の設計において留意する必要がある。 
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（（２２））検検討討会会のの開開催催

大学・研究機関、学会、企業等各界の専門家の参加を得て検討会を開催し、政策プラット

フォームの構築の課題及び取り上げるべき政策課題について議論を行った。

３３．．調調査査研研究究のの結結果果  

（（１１））政政策策ププララッットトフフォォーームムのの基基本本的的あありり方方

調査研究作業を通じて、どのような政策プラットフォームを構築すべきかについての基本

認識を取りまとめた。以下にその要点を示す。  

①① 科科学学技技術術イイノノベベーーシショョンンのの政政策策領領域域のの広広ががりりへへのの対対応応

科学技術イノベーションは、科学研究による知識の獲得、新しい技術の開発と社会

への実装、社会の諸課題の解決への貢献など、きわめて広い政策領域を包含してい

る。このため、政策プラットフォームは科学と社会の関わりという視点から、分野、

組織、世代の壁を越えて幅広く政策を議論する場とすべきである。

②② 政政府府ととのの関関係係のの在在りり方方

我が国の科学技術イノベーションシステムは以下のような構造的な脆弱性を持って

いる。

アア 我が国の科学技術イノベーション政策は専ら政府（各省及び CSTI）

により企画、立案、推進されており、政府の政策機能を補完する多元的な議論

を行う、科学アカデミーと呼べる機関が育っていない。

イイ 研究機関、大学、民間シンクタンク、経済団体等において科学技術イノベ ー

ションが議論されているが、特定分野の課題が個別に議論されるきらいがあり、 

  総合性、多様性に欠け、社会への影響力が弱い。 

一方、諸外国においては、 米国の AAAS （ American Association for the 

Advancement of Science）やヨーロッパにおける EuroScience など、政府とは別に政

策を議論する場があり、それぞれ国の政策立案や推進に大きな影響力を持っている。 

我国の科学技術イノベーションシステムの上述の脆弱性を克服するため、政策プラ
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ットフォームは、政府とは独立に社会に開かれた多様なステークホルダーによって

政策を議論する場とする必要がある。 

③③ 政政策策共共創創のの場場

政策プラットフォームは議論するだけでなく、行動につながる活動をすることが重

要である。このため、政策プラットフォームでは、科学技術イノベーションの現場

専門家が自発的な議論を行うとともに、政策部局や関係研究機関、企業等とつなが

りを持ち、一緒に行動する政策共創の場とすることを目指すべきである。

④④ 国国際際環環境境へへのの積積極極的的なな対対応応

グローバルな課題に対する科学技術分野での貢献は今後の我が国の大きな課題であ

り、政策プラットフォームにおいて、欧米のみならずアジアを含めて国際社会へ積

極的な発信を行う方策について議論すべきである。

⑤⑤ 若若いい人人材材のの参参加加

若い人材が、幅広い科学技術イノベーションの世界で分野、組織の壁を越えて

自由活発に政策を議論できる場は限られている。政策プラットフォームはこの点を

認識し、若い世代が参加しやすく、社会に情報発信する仕組みを持つ必要がある。

⑥⑥ 人人材材育育成成へへのの貢貢献献

学生や若い専門家が政策プラットフォームに参加することにより他分野の専門家と

触れ合うことを通じて、より広い視野を養うことが期待される。大学や企業など、

関係する機関の協力で、政策プラットフォームを人材育成の場として活用すること

が望まれる。

⑦⑦ 国国民民ととののココミミュュニニケケーーシショョンンのの場場

科学技術イノベーション政策が我が国の国家戦略として社会に位置づけられるため

には、科学技術イノベーションに関する情報が広く国民に共有されることが極めて

重要である。政策プラットフォームは、公正、公平な議論を行って社会に発信し、

社会と対話することを通じて、社会の支持基盤を強くすることを目指すべきである。 

（（２２））政政策策ププララッットトフフォォーームム構構築築のの課課題題

政策プラットフォームを具体化するための課題の要点を以下に示す。

①① 政政策策ププララッットトフフォォーームムのの運運営営をを担担うう体体制制のの確確立立

プラットフォームの具体的なプログラムの決定、テーマとスピーカーの選定など

プラットフォームのコアとなる作業を行う専門スタッフ及び事務局体制を強化する。 

②② 政政策策ププララッットトフフォォーームムのの組組織織設設計計

政策プラットフォームの具体的な在り方を検討し、メンバーシップ、組織編成、運

営ルールなどの設計を行う。

なお、政策プラットフォームは、管理型ではなく関係者が自由に交流する機能を重

視すべきとの意見があり、今後の設計において留意する必要がある。
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（（２２））検検討討会会のの開開催催

大学・研究機関、学会、企業等各界の専門家の参加を得て検討会を開催し、政策プラット

フォームの構築の課題及び取り上げるべき政策課題について議論を行った。 

３３．．調調査査研研究究のの結結果果

（（１１））政政策策ププララッットトフフォォーームムのの基基本本的的あありり方方

調査研究作業を通じて、どのような政策プラットフォームを構築すべきかについての基本

認識を取りまとめた。以下にその要点を示す。 

①① 科科学学技技術術イイノノベベーーシショョンンのの政政策策領領域域のの広広ががりりへへのの対対応応

科学技術イノベーションは、科学研究による知識の獲得、新しい技術の開発と社会

への実装、社会の諸課題の解決への貢献など、きわめて広い政策領域を包含してい

る。このため、政策プラットフォームは科学と社会の関わりという視点から、分野、

組織、世代の壁を越えて幅広く政策を議論する場とすべきである。 

②② 政政府府ととのの関関係係のの在在りり方方

我が国の科学技術イノベーションシステムは以下のような構造的な脆弱性を持って

いる。 

アア 我が国の科学技術イノベーション政策は専ら政府（各省及び CSTI） 

により企画、立案、推進されており、政府の政策機能を補完する多元的な議論 

を行う、科学アカデミーと呼べる機関が育っていない。 

イイ 研究機関、大学、民間シンクタンク、経済団体等において科学技術イノベ ー

ションが議論されているが、特定分野の課題が個別に議論されるきらいがあり、

総合性、多様性に欠け、社会への影響力が弱い。 

一方、諸外国においては、 米国の AAAS （ American Association for the 

Advancement of Science）やヨーロッパにおける EuroScience など、政府とは別に政

策を議論する場があり、それぞれ国の政策立案や推進に大きな影響力を持っている。

我国の科学技術イノベーションシステムの上述の脆弱性を克服するため、政策プラ
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報告概要

研究力強化に必要なのはこれまでにない世界観を提示することで新人研究者が流入し

知識を創出する新しい文化を作ることである。本研究ではそのような大局的研究提案が

できる研究者育成の条件を、人と人とのかかわりに着目してメトリクス的手法で明らか

にすることを目標とした。

１．調査研究の背景と目的

我が国の経済の停滞に伴って企業は経済活動を飛躍的に進化させるイノベーションを

求めるようになり、大学はイノベーション創出に貢献できる研究アイデアや即戦力人材

を供給するよう要請されるようになった。これを背景に文部科学省は「研究力強化・若手

研究者支援総合パッケージ」において新興領域・異分野融合領域の開拓によるイノベーシ

ョン創発を掲げ、研究資金改革を行っている。

学術の進展という視点からは、大型研究資金枠組みのプロジェクトとして具現化する

ような新しいビジョンを描く力は研究分野の将来の方向性に影響を与えるという意味で

重要である。これまで存在しなかった研究分野が将来存在するという共通認識がひとた

び構築されれば、若手研究者が流入して自由な着想と試行により新規知識を創出する新

しい文化が作られる。新しい分野に関する共通認識は大規模な研究プロジェクトとして

具現化するものと考えられる。従って大型研究プロジェクトを主宰できる人材の特性を

明らかにすることが必要となる。

先見の明のある研究者を育成する上で知識交換や知識拡大といった要素は不可欠と考

えられており、ノーベル賞受賞者の共同研究履歴の解析からは異質なアイデアとの出会

いが革新的なアイデアを生み出すことが明らかになっている。知識交換はノーベル賞受

賞者だけでなく研究者全般の創造性育成においても有効であると考えられるが、研究者

間の相互作用が研究者の人材育成に与える影響に焦点を当てた知見はほとんどない。本

研究では大局的研究提案ができる研究者の育成における人と人とのかかわりの効果を明

らかにすることを目的とした。

２．調査研究の方法

本研究では当該分野をリードする研究者として科研費の大型種目（基盤研究（S）なら

びに特別推進研究）を獲得していると定義し、そのような研究者となっていくためにどの

ような要素が重要であるのかを分析した。具体的には、国立大学医学部生化学分野の教授

を対象とし、研究キャリアの開始時から現在に至るまでの科研費獲得における研究者間

のつながり（ネットワーク）から分析対象研究者のネットワーク内での重要度の変化を数

③③ 関関係係機機関関ととののネネッットトワワーーククのの構構築築

政策プラットフォームは、議論の場のハブとして、大学、学会、関係機関、団体等

の専門家をつなぐネットワークの構築に取り組む。

④④ 財財政政的的基基盤盤のの確確立立

当面は支援団体のサポートによって作業を続ける必要があるが、将来的には活動の

独立性を保ちつつ、より長期的安定的な財源を確保すべく検討する。

（（３３））ププララッットトフフォォーームムでで議議論論すすべべきき基基盤盤的的、、横横断断的的課課題題

今日の科学技術イノベーション政策上、議論すべき課題は広範多岐にわたるが、本調

査研究においては科学技術と社会とのかかわりの視点から、各セクター、各分野に共

通する基盤的横断的な課題（人材の確保育成、科学インフラの整備、科学コミュニケ

ーション、国際的な政策議論への貢献など）や長期的な課題について議論を行い、政

策プラットフォームのアジェンダセッテイングのための資料を取りまとめた。

４４．．今今後後のの取取りり組組みみ  

今年度の調査研究結果を踏まえて、政策プラットフォームの設計及び取り上げるべき 

アジェンダセッテイングに関する実践的な調査検討を行い、政策プラットフォームの

設立を目指す。 

（（１１））政政策策ププララッットトフフォォーームムのの設設計計

政策プラットフォームに参加するメンバーシップとネットワークの管理、組織体制、運営規約、

所要予算等について詰めた設計作業を行う。

（（２２））政政策策ププララッットトフフォォーームムににおおけけるるアアジジェェンンダダセセッッテテイインンググ

科学技術力強化、科学技術人材問題、国際的な視点からの政策見直し、科学技術イノベー

ション政策による地域発展、科学コミュニケーションなど今年度の検討会テーマについて深堀

の議論を行うとともに、安全保障、サイエンスアカデミーのあり方などを含めて、科学技術イノ

ベーション現場と政策部局による具体的なアクションにつながる議論を行う。 
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